
第４９号議案 学校教育職員の給与に関する条例の一部を改正する

条例 

第５０号議案 幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正す

る条例 

１ 経緯 

東京都教育委員会は、特殊勤務手当（教員特殊業務手当等）の見直しを行

うこととした。

  また、特別区人事・厚生事務組合は、幼稚園教育職員の教員特殊業務手当

の見直しを行うこととした。

  これらの動きを踏まえ、品川区においても、学校教育職員および幼稚園教

育職員における教員特殊業務手当の見直しを行う。 

併せて、学校教育職員における統括副校長級（６級職）の義務教育等教員

特別手当を加えるため、条例の改正を行う。 

２ 改正内容 

（１）学校教育職員の給与に関する条例の一部改正 

ア 教員特殊業務手当は、職員が学校の管理下において行う非常災

害時等の緊急業務、修学旅行等もしくは対外運動競技等の引率

指導業務または学校の管理下において行われる部活動の指導業

務に従事した場合で、当該業務が心身に著しい負担を与える程

度のものであるときに支給する。 

       また、手当の額は、従事した日一日につき１６，０００円を超

えない範囲内とする。 

イ 東京都教育委員会における６級職（校長職）に支給されている

義務教育等教員特別手当に準拠した金額（８，５７０円を超え

ない範囲内）を支給する。 

（２）幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部改正 

   ア 教員特殊業務手当は、職員が幼稚園の管理下において行う非常 

災害時等の緊急業務に従事した場合で、当該業務が心身に著しい

負担を与える程度のものであるときに支給する。 

     また、手当の額は、従事した日一日につき１６，０００円を超え

ない範囲内とする。 

３ 施行期日 

（１）学校教育職員 

ア この条例は、公布の日から施行し、改正後の学校教育職員の給  

与に関する条例（以下「改正後の条例」という。）第１８条第

３項の規定は、令和４年４月１日（以下「適用日」という。）
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から適用する。 

イ 改正後の条例第１８条第３項の規定は、適用日以後の勤務に係 

る教員特殊業務手当について適用し、適用日前の勤務に係る教

員特殊業務手当については、なお従前の例による。 

ウ 改正後の条例第１８条第３項の規定を適用する場合においては、 

改正前の学校教育職員の給与に関する条例の規定に基づいて支

給された教員特殊業務手当は、改正後の条例の規定による教員

特殊業務手当の内払とみなす。 

（２）幼稚園教育職員 

    ア  この条例は、公布の日から施行し、改正後の幼稚園教育職員の 

給与に関する条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、

令和４年４月１日（以下「適用日」という。）から適用する。 

イ 改正後の条例第１７条第３項の規定は、適用日以後の勤務に係 

る教員特殊業務手当について適用し、適用日前の勤務に係る教

員特殊業務手当については、なお従前の例による。 

ウ 改正後の条例第１７条第３項の規定を適用する場合においては、 

改正前の幼稚園教育職員の給与に関する条例の規定に基づいて

支給された教員特殊業務手当は、改正後の条例の規定による教

員特殊業務手当の内払とみなす。 



 第４９号議案

  学校教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

 上記の議案を提出する。

  令和４年６月２３日

                   品川区長  濱  野   健

   学校教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

 学校教育職員の給与に関する条例（平成２０年品川区条例第２３号）の一部

を次のように改正する。

 第１８条第３項中「６，４００円」を「１６，０００円」に改める。

 第３１条第２項中「７，９５０円」を「８，５７０円」に改める。

   付 則

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の学校教育職員の給与に関する

条例（以下「改正後の条例」という。）第１８条第３項の規定は、令和４年４

月１日（以下「適用日」という。）から適用する。

２ 改正後の条例第１８条第３項の規定は、適用日以後の勤務に係る教員特殊

業務手当について適用し、適用日前の勤務に係る教員特殊業務手当について

は、なお従前の例による。

３ 改正後の条例第１８条第３項の規定を適用する場合においては、改正前の

学校教育職員の給与に関する条例の規定に基づいて支給された教員特殊業務

手当は、改正後の条例の規定による教員特殊業務手当の内払とみなす。

 （説明）学校教育職員の教員特殊業務手当および義務教育等教員特別手当の

支給額を改める必要がある。
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新旧対照表 

〇学校教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

新 旧 

（特殊勤務手当） （特殊勤務手当） 

第18条 （第１項および第２項省略） 第18条 （第１項および第２項省略） 

３ 前項の教員特殊業務手当の額は、従事した日１日につき16,000円を超え

ない範囲内において、人事委員会の承認を得て規則で定める。 

３ 前項の教員特殊業務手当の額は、従事した日１日につき6,400円を超えな

い範囲内において、人事委員会の承認を得て規則で定める。 

（第４項から第６項まで省略） （第４項から第６項まで省略） 

（義務教育等教員特別手当） （義務教育等教員特別手当） 

第31条 （第１項省略） 第31条 （第１項省略） 

２ 義務教育等教員特別手当の月額は、8,570円を超えない範囲内で、職務の

級および号給の別に応じて、人事委員会の承認を得て規則で定める。 

２ 義務教育等教員特別手当の月額は、7,950円を超えない範囲内で、職務の

級および号給の別に応じて、人事委員会の承認を得て規則で定める。 

（第３項省略） 

   付 則 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の学校教育職員の給与に関す

る条例（以下「改正後の条例」という。）第18条第３項の規定は、令和４

年４月１日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 改正後の条例第18条第３項の規定は、適用日以後の勤務に係る教員特殊

業務手当について適用し、適用日前の勤務に係る教員特殊業務手当につい

ては、なお従前の例による。 

３ 改正後の条例第18条第３項の規定を適用する場合においては、改正前の

学校教育職員の給与に関する条例の規定に基づいて支給された教員特殊業

務手当は、改正後の条例の規定による教員特殊業務手当の内払とみなす。

（第３項省略） 



 第５０号議案 

  幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  令和４年６月２３日 

                   品川区長  濱  野   健 

   幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 幼稚園教育職員の給与に関する条例（平成１２年品川区条例第３２号）の一

部を次のように改正する。 

 第１７条第３項中「６，４００円」を「１６，０００円」に改める。 

   付 則 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の幼稚園教育職員の給与に関す

る条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、令和４年４月１日（以下

「適用日」という。）から適用する。 

２ 改正後の条例第１７条第３項の規定は、適用日以後の勤務に係る教員特殊

業務手当について適用し、適用日前の勤務に係る教員特殊業務手当について

は、なお従前の例による。 

３ 改正後の条例第１７条第３項の規定を適用する場合においては、改正前の

幼稚園教育職員の給与に関する条例の規定に基づいて支給された教員特殊業

務手当は、改正後の条例の規定による教員特殊業務手当の内払とみなす。 

 （説明）幼稚園教育職員の教員特殊業務手当の支給額を改める必要がある。 
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新旧対照表 

〇幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

新 旧 

第17条 （第１項および第２項省略） 第17条 （第１項および第２項省略） 

３ 教員特殊業務手当の額は、従事した日１日につき16,000円を超えない範

囲内において、人事委員会の承認を得て規則で定める。 

３ 教員特殊業務手当の額は、従事した日１日につき6,400円を超えない範囲

内において、人事委員会の承認を得て規則で定める。 

（第４項省略） 

付 則 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の幼稚園教育職員の給与に関

する条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、令和４年４月１日

（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 改正後の条例第17条第３項の規定は、適用日以後の勤務に係る教員特殊

業務手当について適用し、適用日前の勤務に係る教員特殊業務手当につい

ては、なお従前の例による。 

３ 改正後の条例第17条第３項の規定を適用する場合においては、改正前の

幼稚園教育職員の給与に関する条例の規定に基づいて支給された教員特殊

業務手当は、改正後の条例の規定による教員特殊業務手当の内払とみなす。

（第４項省略） 


